
井上様には、様々な案件に対しご相談をし支援をしていただきました。

一例を挙げると、海外調達に関してのご相談です。会社として初めての試みであったため、そのイロハを教

えていただきました。仲介企業とのやりとりでは、弊社の状況に寄り添ったアドバイスをしていただき、海外

調達する上で何が重要であるか再考でき、正しい判断をすることができました。

井上様は知識・経験が豊富で、すぐに最適解に近づくことができ、また、ご相談のご連絡にはすぐにレスポ

ンスをして頂けるので、業務が遅延することもありませんでした。ご支援に深く感謝申し上げます。

株式会社丸高工業

■きっかけはとあるイベント

建設業界では工事に騒音は付きもので、長年

やむを得ないとされてきた。このため、騒音を

嫌うオフィス街などでは夜間・土日の作業が多

くなり、生産性低下や人手不足、工期の長期化

が大きな問題となっていた。

同社は、こうした「アタリマエ」を変える画

期的な新工法「サイレントシステム」を開発。

工事騒音を大幅にカットし、日中・平日の工事

はもちろん、騒音にシビアな病院などでも施工

可能となることから、業界で注目を集めている。

支援のきっかけは、知財戦略エキスパート

（以下「知財EX」）が登壇したイベント。知財

EXの講演に共感した髙木社長から、サイレント

システムの普及に向けたビジネス・知財面での

相談があり、支援が始まった。

（代表取締役 髙木 一昌氏）
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株式会社丸高工業は、１９２１年漆塗り業として創業し、現在は耐震補

強等のリニューアル工事業を営む。さらに、近年は、工事は「静か」がア

タリマエな世界の創造を目標として、建設業界における社会的課題である

工事騒音を消音化する「サイレントシステム」事業を展開している。
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１

株式会社丸高工業 リニューアル工事業および
サイレントシステム事業

支援を通じて知財・契約の重要性を再認識
「サイレントシステム」で静かな工事の普及を目指す

■サイレントシステムの普及のために

髙木社長は、新システム普及には、いかにそ

のメリットを市場に理解してもらい、業界で

「仲間づくり」を進めるかがカギと考えていた。

知財EXは、こうした活動が、技術を一部開放

し市場の拡大を図りつつ、コア技術は自社で押

さえ利益確保を目指す「オープン＆クローズ戦

略」に合致すること、さらにその実現には「標

準化」が有効であることを説明し、基本的な考

え方や支援機関を紹介した。

その後、同社

は日本規格協会

の支援を受け、

標準化対応に着

手し、積極的に

取り組んでいる。

同社社屋



■リスクを抑えた海外展開への取り組み

一方、関連製品の量産対応に際し、東南アジ

ア企業へのOEMによりコスト削減を検討してい

た同社。展開に先立ち、OEM先の探索のしかた

や信用に関する事前チェック等について知財EX

より説明を受けた。

さらに、実際の現地企業や仲介企業とのやり

取りでは、候補先としての適否の見極めや、図

面等の開示前にNDAを含む適切な契約を締結す

ること、ノウハウ保護に必要な情報開示ステッ

プ等についてサポートを受けることができた。

これらのアドバイスにより、相手方ペースで

の情報開示に不用意に応ずることなく、より慎

重な対応に転換。結果、技術流出リスクを未然

にヘッジすることができ、また、海外対応にあ

たって社内体制の整備を図ることの重要性につ

いても認識を深めることができた。

２

丸高工業様のサイレントシステムは真に画期的で、とてもユニークな事業活動を展開されています。

そのような同社の支援は、ビジネスモデルの基本理解から始め、コアコンピタンスや付加価値を最大限

活かすよう事業戦略との整合を意識すると共に、ビジネス側面からの助言を心掛けました。社会的な意

義も大きな同社の今後のご活躍を大いに期待しています。

支援を振り返って

知財戦略エキスパート

■さらなる事業展開を目指して

同社ではさらに、国内での新たな受注方式や

販売会社との協業形態についても検討を進めて

いた。これは、従来の下請け構造とは全く逆の

発想で、「静かな工事」の利益を享受する病院

や商業施設等のエンドユーザーに直接付加価値

を訴求していくことで受注獲得を目指そうとい

うもの。中小企業の下請構造の転換にもつなが

る新たなアプローチでもある。

知財EXは、このようなユニークな付加価値を

コアにしたビジネスモデルを取引先との販売店

契約のスキームに落とし込む契約上のポイント

についても説明、今後の事業展開に活かせるよ

う助言した。

知財EXのサポートを通じ、ビジネスに立脚し

た知財・契約戦略の有効性に気づいた同社は、

自社の強みや知財を生かして今後一層の飛躍を

目指す。これからも知財EXの支援を活用しなが

ら、様々な課題にチャレンジしていく考えだ。

■ビジネスモデルに立脚した知財戦略

さらに、知財EXより同社へ知財面での課題洗

い出しのヒアリングを実施。これまで100件以

上特許出願し、中小企業としては積極的な知財

活動を進めている同社だったが、その活用につ

いては必ずしも十分と言えない面もあった。

知財EXは、これまでの出願・保有特許の棚卸

を行い、自社コアコンピタンスとバリュー

チェーンの整合や、ビジネスモデルを適切にカ

バーできているかを確認・可視化することを提

案。事業戦略にリンクして知財活用を図ること、

また、今後の出願戦略に役立てられる保有特許

管理についても提言がなされた。

（知財戦略エキスパート 井上尚幸）

同社製品「サイシンダ―」


